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要旨

　本研究は，保育所等訪問支援における児童発達支援センターと保育所等との連携について検討す

ることを目的とした．

　研究方法は，A市の保育所及び幼保連携型認定こども園，小規模園の職員の1040名に保育所等訪

問支援と児童発達支援センター及び児童発達支援センターの活動内容の認識，保育の困難感等につ

いて質問紙調査を実施した．

　保育所等訪問支援を 8 割程度は知っており，保育所等訪問支援の担い手である児童発達支援セン

ターでは 9 割程度は知っており，概ね高いという結果となった．また，児童発達支援センターとの

連携の必要性でも，9 割以上が必要であると回答しており，概ね高いという結果であった．しかし，

児童発達支援センターという名称は知っているが，活動内容までは把握していない人が 3 割程度で

あった．子どもの特性が保育の困難となっている項目の内，「集団行動が苦手」「不注意や注意散漫」

の項目において，困難感が低いほうが保育所等訪問支援，児童発達支援センターとその活動内容の

認識が高く，保育所等訪問支援及び児童発達支援センターが保育士の困難感の低減に働きかけてい

る可能性が示唆された．

　子どもの障害の特性に気づき，適切な支援策を講じることは，子どもの健やかな発達や二次障害
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の防止のために大切であり，保育所等訪問支援，児童発達支援センターは，まさに重要な

役割を担っている．

キーワード：保育所等訪問支援，児童発達支援センター，保育所，連携

Abstract

　This study examined the collaboration between child development support centers and nursery 

schools regarding support for visits to nursery schools.

　A questionnaire survey was conducted among 1,040 staff members from nursery schools, certified 

kindergartens, and small-scale kindergartens in City A to ascertain their awareness about nursery 

school visit support, child development support centers, and activities at child development support 

centers. The survey also collected data about their perceptions of the difficulties experienced in 

childcare.

　Approximately 80% of the respondents were aware of nursery school visiting support, and 

approximately 90% were aware of child development support centers, which are responsible 

for providing nursery school visiting support, with results showing generally high values. The 

results were also generally high with regard to the need for collaboration with child development 

support centers, with over 90% responding that it was necessary. However, approximately 30% 

of respondents were aware of the term “child development support center” but unaware of its 

activities. Among the items for childcare difficulties experienced due to the child's characteristics, 

the terms “dislike of group activities” and “inattentiveness and distractedness” showed that 

those with a lower perception of difficulty were more aware of nursery school visit support, child 

development support centers, and their activities. This finding suggests that nursery school visit 

support and child development support centers may be reducing childcare workers' perceptions of 

difficulty.

　Knowing the characteristics of a child's disability and utilizing appropriate support measures is 

important for the child's healthy development and prevention of secondary disabilities. Nursery 

school visit support and child development support centers truly play an important role in this 

regard.

Keywords:   nursery schools visit support, child development support center, nursery school, 

collaboration
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Ⅰ．はじめに

　障害児支援サービスは，2012年に児童福祉法が

改正され，障害児通所系サービス及び障害児入所

系サービスは，いずれも児童福祉法に一本化され

た .現行の障害児通所系サービスは，児童発達支

援，放課後等ディサービス，保育所等訪問支援，

医療型児童発達支援の 4 種類ある .この内，児童

発達支援，放課後等ディサービスの利用が多く，

また，年齢別の障害児サービスの利用者数におい

ては， 5 歳児での利用が最も多い 1 ）.

　2022年 4 月 1 日時点の全国の保育所等の数は

39,244であった 2 ）.厚生労働省は， 6 割以上の

保育所が障害児を受け入れていたことを報告

した 3 ）.郷間らは，医師による診断はないが保育

の指導上困難を抱える「気になる子」は，診断を

受けている障害児に比べ約3.5倍在籍していたこ

とを報告している 4 ）.さらに，平澤らは，保育所

に通所している子どもにおいて，診断のない子ど

もは診断のついている子どもの約 3 倍であったこ

とを報告している 5 ）.

　障害のある子どもの発達支援は，これまで施設

又は事業所という特別な場所において通所又は入

所という形で提供されていた .しかし，発達上の

課題が保育所等の集団場面で気づかれることが多

いこと，通所支援で身につけたことが保育所等の

集団場面に般化しにくいことが課題であった 6 ）.

　このような現状の中，保育所等に訪問し，保

育所等での生活のしづらさや集団不適応に対し

ては，その要因を本人の特性と環境面から推察

し，本人に働きかけるだけではなく，環境整備を

行ったり，保育士等に関わり方や活動の組み立て

などを教示するサービスが保育所等訪問支援であ

る .このサービスは障害児支援に関する知識及び

相当の経験を有する児童指導員，保育士，理学療

法士，作業療法士又は心理担当職員等であって，

集団生活への適応のため専門的な支援の技術を有

する者が保育所等に派遣される 6 ）.児童発達支援

センターは児童福祉法に基づき，障害のある子ど

もに「日常生活における基本的な動作の指導，知

識技能の付与，集団生活への適応訓練」等を行う

障害児通所支援事業所であり，子どもの発達支援

の地域拠点として，障害児相談や保育所等に対

し，障害児に対する専門的な知識・技術に基づく

支援を行うセンターであり，率先して，保育所等

訪問支援に取り組むことが求められている 6 ）.ま

た，このサービスは，保護者が保育所等訪問支援

にかかる給付費支給申請を市町村に行うものであ

り，子どもの発達支援を促す保護者の理解が必要

である .しかし，篠川らは，保育所等訪問支援が

十分活用されているとは言えず，他機関との連

携，適切な情報提供が行えるような体制づくりが

必要であると報告している 7 ）.そこで本研究は，

保育所等訪問支援において専門スタッフより教示

を受ける保育所等が，子どもの変化を含め，サー

ビスのあり方や連携等に対しての気づきがあるの

ではないかと考え，保育所等に調査をし，保育所

等訪問支援における児童発達支援センターと保育

所等との連携について検討することを目的とし

た .

Ⅱ．方 法

1 ）研究対象者

　A市の保育所及び幼保連携型認定こども園，小

規模園の職員の1040名

2 ）調査時期

　令和 5 年 1 月から令和 5 年 3 月

3 ）調査方法

　質問紙調査を実施した .
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　A市の保育所等所長会にて，研究の目的，倫理

的配慮等を説明し，各施設長に，研究書類（研究

依頼書，質問紙「保育所等訪問支援における児童

発達支援センターと保育所等との連携に関するア

ンケート」，返信用封筒）を渡し，職員への配布

を依頼した .研究協力の意思がある職員は質問紙

に回答し，返信用封筒にて個別で返送することと

した .

4 ）調査内容

　質問紙の調査内容は，属性として，性別，年代，

就業年数，職種，子どもの障害に関する研修等の

有無とした .施設の概要として，実施主体，在籍

数，障害時の在籍の有無，発達が気になる児の在

籍の有無とした .さらに，保育の困難感 8 ～11），保

育所等訪問支援と児童発達支援センター及び児童

発達支援センターの活動内容の認識の選択肢とそ

れらを点数化したものを示す .「知っている」を

4 点，「少し知っている」を 3 点，「あまり知らな

い」を 2 点，「知らない」 1 点として設定した .児

童発達支援センターとの連携の必要性では，「と

ても必要」を 4 点，「必要」を 3 点，「あまり必要

ではない」を 2 点，「全く必要ではない」 1 点と

して設定した .保育の困難13項目では，「とても困

難」を 4 点，「困難」を 3 点，「あまり困難ではない」

を 2 点，「困難ではない」を 1 点として設定した .

　保育の困難感とは，保育する上で悩んだこと，

難しかったこととし12），保育の困難に関する先行

研究を参考に 8 ～11），「一斉保育」「遊び」「コミュ

ニケーション」「身辺自立」「友だちとの関係」「問

題行動，不適応行動への対応」「親とのかかわり」

に関する項目を選出した12）．次に障害児教育に従

事する研究協力者と共に項目を抽出した． 

5 ）倫理的配慮

　本研究は，姫路大学研究倫理委員会にて承認を

得た（承認番号2022－10）.

Ⅲ．結 果

　調査用紙は1040部配布し，回収数は386部であ

り，回収率は35.0%であった．

1 ）職員の属性（表 1 ）

　職員の属性について，最も多いものを記す .性

別では「女」（94.8％），年齢では「20歳代」（27.2％），

就業年数は「 5 年未満」（32.4％），職種では「保

育士」（92.2％）であった .子どもの障害に関する

研修等では，69.7％が受講していた（表 1 ）.

2 ）施設の概要（表 2 ）

　設置主体は，「私立保育所」が29.8％と最も多く，

在籍数は「100～200名未満」が40.9％と最も多かっ

た .障害児の在籍は65.5％であり，発達が気にな

る児の在籍は94.8％であった（表 2 ）.

3 ）‌�保育所等訪問支援及び児童発達支援センター

の認識と必要性（表 3 ）

　保育所等訪問支援の認識度は，「知っている」

49.7％，「少し知っている」30.6％であった（表

3 ）.児童発達支援センターの認識度は，「知って

いる」56.0％，「少し知っている」34.7％であった

（表 3 ）.児童発達支援センターの活動内容の認識

度は，「知っている」19.2％，「少し知っている」

50.3％であった（表 3 ）.児童発達支援センター

との連携の必要性は，「とても必要」54.7％，「必

要」44.0％であった（表 3 ）.

4 ）‌�保育所等訪問支援と児童発達支援センターの

認識，活動内容，連携の必要性と障害児と気

になる児の在籍及び保育の困難感との関係

（表 4 ）

　障害児の在籍の有無では，児童発達支援セン

ターの認識（p＜ .05），児童発達支援センターの

活動内容の認識（p＜ .01），児童発達支援センター

との連携の必要性（p＜ .01）について有意差が認

められ，障害児の在籍有のほうが認識や連携の必
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表 1 ．職員の属性

表 2 ．施設の概要
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要性が高い結果となった（表 4 ）.発達が気にな

る児の在籍の有無では有意差が認められなかった

（表 4 ）.研修等の受講の有無では，児童発達支援

センターの認識（p＜ .05），児童発達支援センター

の活動内容の認識（p＜ .01）について有意差が認

められ，研修等を受講しているほうが認識が高い

結果となった（表 4 ）.

　保育の困難感の各項目の選択肢を 2 群に分けて

分析した .「とても困難」，「困難」を「困難群」とし，

「あまり困難ではない」，「困難ではない」を「非

困難群」とした .保育所等訪問支援と児童発達支

援センターの認識，活動内容，連携の必要性との

関係について，Mann ‐ WhitneyのU検定を実施

した .保育所等訪問支援の認識では，「集団行動が

苦手」（p＜ .01），「不注意や注意散漫」（p＜ .05）

において有意差が認められ，いずれも非困難群の

ほうが保育所等訪問支援の認識が高い結果となっ

た（表 4 ）.児童発達支援センターの認識及び児

童発達支援センターの活動内容の認識では，「集

団行動が苦手」（p＜ .01），「不注意や注意散漫」（p

＜ .05）において有意差が認められ，いずれも非

困難群のほうが児童発達支援センター及び活動内

容の認識度高い結果となった（表 4 ）.児童発達

支援センターとの連携の必要性では，「対人トラ

ブルを起こしやすい」（p＜ .01），「不安な気持ち

が強い」（p＜ .05），「保育室や保育所（園）から

勝手に飛び出す」（p＜ .01），「遊びが切り上げら

れないなど切り替えが難しい」（p＜ .05），「食べ

物の好き嫌いが激しい」（p＜ .05），「発達に支援

が必要な児の特性について保護者の『気づき』を

促す支援」（p＜ .01）において有意差が認められ，

困難群のほうが児童発達支援センターとの連携の

必要性が高い結果となった（表 4 ）.

表 3 ．保育所等訪問支援及び児童発達支援センターの認識度と必要性
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Ⅳ．考 察

　本研究での，保育所等の障害児の在籍は 6 割以

上であり，厚生労働省に準ずる結果となった13）.

また，発達が気になる児の在籍は 9 割以上であっ

た .原口らは，「対人トラブル」や「落ち着きのな

さ」などの特徴を示す「特別な配慮を要する子」

が公立保育所，私立保育所共に 9 割を超えて在籍

していたことを報告しており，本研究でも同様の

結果となった14）.

　保育所等訪問支援を「知っている」及び「少

し知っている」と回答したのは 8 割程度であっ

た .保育所等訪問支援の担い手である児童発達支

援センターを「知っている」及び「少し知ってい

る」と回答したのは 9 割程度であり，保育所等訪

問支援及び児童発達支援センターの認識度は概

ね高いという結果となった .また，児童発達支援

センターとの連携の必要性でも，「とても必要」

表 4 ．‌�保育所等訪問支援と児童発達支援センターの認識、活動内容、連携の必要性と障害児と気になる児の在籍及び保育
の困難感との関係
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及び「必要」と回答したのは 9 割以上で概ね高

いという結果であった .しかし，児童発達支援セ

ンターの活動内容の認識度は約 7 割であったが，

「あまり知らない」は26.2％，「全く知らない」は

4.1％であり，児童発達支援センターという名称

は知っているが，活動内容までは把握していない

人が 3 割程度であった .保育所等と児童発達支援

センターとの連携の必要性は高いが，児童発達支

援センターの活動内容の理解が低い場合は，連携

に影響する可能性があり，適切な情報提供等，さ

らなる取り組みの必要性が求められると考える .

　障害児の在籍と子どもの障害に関する研修が児

童発達支援センターと活動内容の認識に影響する

可能性が示唆された .しかし，発達が気になる児

の在籍と保育所等訪問支援及び児童発達支援セン

ターの認識，活動内容，連携の必要性との有意差

が認められなかった .渡辺らは，発達が気になる

子については，医療機関や専門機関を利用してい

ないことが多いことや保護者の理解を十分に得ら

れていないことが想定され，保育士が専門家から

の助言を必要であると感じたとしても，直ちに

支援を受けるのが難しい状況であることを報告

した15）.保育所等訪問支援の利用は，保護者が市

町村に給付費支給申請を行う必要があり，発達が

気になる児は，保護者が利用を希望しない場合

は，支援に結びつかない可能性があり，連携の必

要性等に影響したのではないかと考える .

　保育の困難感では，「集団行動が苦手」「不注意

や注意散漫」の項目において，保育所等訪問支援，

児童発達支援センターと活動内容の認識に影響す

る可能性が示唆された .古兼らは，注意欠陥多動

性障害は，幼稚園教諭・保育士ともに知識がある

割に対処の実践が困難な様子がうかがえたことを

明らかにした 8 ）.また，篠川らは，保育所等訪問

を活用することで，保育者と支援の対象となる幼

児との様子から社会性や対人関係を客観的に判断

する機会が生じ，保育者自身も支援力の向上につ

ながった可能性があったことを報告した 7 ）.本研

究でも，集団行動や不注意については困難感が低

いほうが保育所等訪問支援，児童発達支援セン

ターとその活動内容の認識が高い結果となった．

保育所等訪問支援，児童発達支援センターは障害

児が集団生活に適応するための専門的支援を行っ

ており，集団生活の中で障害児を保育する保育士

の困難感の低減に働きかけていると予想される．

児童発達支援センターとの連携の必要性では，保

育の困難感の13項目中 6 項目において，必要性を

感じているほど保育の困難感が低いという結果で

あった．児童発達支援センターには，障害児支援

に関する知識及び相当の経験を有するスタッフが

配置されている．障害児の行動特性が保育の困難

感につながっており，連携の必要性を感じていた

と考えられる．有意差がでた項目とでなかった項

目の原因については，今後の研究の課題としてい

きたい．

　児童発達支援センターは子どもの発達支援だ

けでなく，保護者支援にも努めなければならな

いとされている16）．細川は，保育士は「親とのか

かわりや連携」に最も配慮していることと同時

に最も困難なことであると報告した12）．また，木

曽は，保育士は保護者へ子どもの課題を伝えると

いう「問題伝達の困難性」が保育士の心理的負担

になり，精神的疲労感につながる可能性を報告

した10）．本研究でも「発達に支援が必要な児の保

護者の『気づき』を促す支援」について，困難性

が高いほど児童発達支援センターとの連携の必要

性が高い結果となり，今後も連携が期待される .

　幼児期のうちに保護者や保育者などが子どもの

障害の特性に気づき，適切な支援策を講じること

は，子どもの健やかな発達や二次障害の防止のた
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めに大切であり17），保育所等訪問支援，児童発達

支援センターは，まさに重要な役割を担っている

と言える .

　本研究の限界は，研究対象は対象地域が限定さ

れていること，横断研究であり，結果の連続性や

安定性を明示することができなかったことであ

る． 

申告すべきCOI状態はない．
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